Ⅳ、広がる不育治療の助成について
　少子高齢社会の中で女性の出産育児への支援施策は重要です。
　妊娠はするものの、流産、死産を繰り返す「不育」の治療に対し、治療費を助成する自治体が全国で増えています。
　０９年に厚生労働省がまとめた調査によりますと、妊娠経験がある人で流産したことがある人は４１％にまで達しています。２回以上流産している人が「不育症」といわれています。その「不育症」とみられる方は約６，１％でした。この調査では「不育症」患者の発生数は毎年約３～４万人で、全国に約１４０万人の患者がいると推計されています。
　流産の９割を占める妊娠初期の流産の多くが胎児（受精卵）の染色体異常と見られています。他に胎盤の血液が固まって流れにくくなる抗リン脂質抗体症候群、夫婦の染色体異常、母体の糖尿病などが原因と考えられます。
　不育症は、治療をした患者の８割近くが出産可能といわれています。しかし、治療のための両親の染色体検査や子宮形態検査、ヘパリン注射などには保険が適用されないケースが多く、患者の負担は、通常妊娠より３０万円以上も多くなると言われ、経済的負担が問題となっています。また、周りの不理解や産科医院での心無い対応によって傷ついてしまうケースもあり、精神的負担も相当なものがあります。
　そこでこのような実態に治療費を助成する自治体が急速に増えています。潟上市（秋田県）、瀬戸内市（岡山県）、能登市（石川県）かほく市（石川県）、笠岡市（岡山県）大和市（神奈川県）などで、これらの自治体では１年度につき３０万円までの助成をしているのがほとんどです。また和歌山県などは県として１年度につき３万円までの助成を始めています。
　国においても、不育症の検査と治療、特にヘパリン注射への保険適用も考えられています。
　そこでお伺いいたします。
（1）流産死産を繰り返す女性への不育症の周知について
（2）不育症についての相談体制について
（3）助成制度について
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